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新型コロナウイルス感染症拡大に伴う特例措置である
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緊急小口資金等の特例貸付における償還免除については、「償還時において、な
お所得の減少が続く住民税非課税世帯の償還を免除することができることとし、生
活に困窮された方の生活にきめ細かに配慮する」こととしていましたが、その具体
的な取扱いを決定しました。

償還免除のポイント

ア 償還免除は、資金種類ごとに一括して行います。
具体的には、①緊急小口資金、②総合支援資金の初回貸付分、③総合支援資
金の延長貸付分、④総合支援資金の再貸付です。

ア 借受人と世帯主が住民税非課税であれば、償還免除の対象とします。
そのほかの世帯員の課税状況は問いません。

ア 判定時期と判定対象となる課税要件は、資金種類により異なります。
具体的には、下記の図をご覧ください。

判定時期と判定対象となる課税要件

償還初年度 目
(令和4年度)

償還2年度 目
(令和5年度)

償還3年度 目
(令和6年度)

緊急小口資金 20万円

総合

支援
資金

初 貸付分

延長貸付分
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45万円 (単 J

60万円 (2メ

子世帯)

,以上世帯)

)
45万円

60万円

総合支援資金

再貸付
据置剣1間延長′ =~「

45万円

60万円
》

―括免 一括免除 ―括免除

判定対象となる
課税要件

償還前年度又は

償還初年度が

非課税

償還2年度目が

非課税
償還3年度目が

非課税

※ 償還免除後も、自立相談支援機関等による継続的な支援を受けるようフォローアップします。
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緊急小口資金等の特例貸付における償還免除については、「償還時において、な
お所得の減少が続く住民税非課税世帯の償還を免除することができることとし、生
活に困窮された方の生活にきめ細かに配慮する」こととしていましたが、その具体
的な取扱いを決定しました。

償還免除のポイント

ア 償還免除は、資金種類ごとに一括して行います。
具体的には、①緊急小口資金、②総合支援資金の初回貸付分、③総合支援資
金の延長貸付分、④総合支援資金の再貸付です。

ア 借受人と世帯主が住民税非課税であれば、償還免除の対象とします。
そのほかの世帯員の課税状況は間いません。

ア 判定時期と判定対象となる課税要件は、資金種類により異なりまず。
具体的には、下記の図をご覧ください。

判定時期と判定対象となる課税要件

償還初年度 目
(令和4年度)

償還2年度 目
(令和5年度)

償還3年度 目
(令和6年度)

緊急小口資金 20万円

総合

支援
資金

初 貸付分

延長貸付分

日
45万円 (単 J

60万円 (2メ

子世帯)

,以上世帯)

45万円

60万円
)

総合支援資金

再貸付
据置剣間延長
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一括免除 ―括免除

償還2年度目が

非課税

償還前年度又は

償還初年度が

非課税

判定対象となる
課税要件

償還3年度目が
非課税

※ 償還免除後も、自立相談支援機関等による継続的な支援を受けるようフォローアップします。



0 厚生労働省

【お問合せ先】個人向け緊急小口資金・総合支援資金コールセンター

電言舌 0120-46-1999

特例貸付の償還免除に関するQ&A

Ql償 還免除を受けるための手続きはどのようにすればよいですか。

Al償還免除は、社会福祉協議会へ申請していただきますが、具体的

な時期や書類は、厚生労働省において検討中です。

Q2住民税カリト課税であるかどうかはどこで確認できますか。

A2お住まいの市町村で非課税証明書をとつていただくことで確認が

できます。なお、令和3年度の課税情報が取得できる時期は、一般

的に6月 以降ですが、_市町村へご確認ください。

Q3なぜ全額が一括で免除ではないのですか。

A3特例貸付は、貸付の実施方法において、緊急小口資金、総合支

援資金の初 貸付、延長貸付、再貸付を単位として貸付期間の設

定や資金交付を行つていることから、償還免除の判定方法について

も、貸付する際の資金交付額や順序を踏まえ、各々―括免除を行う

こととしました。償還になつた場合の借受人の方の返済額や時期に

も配慮しています。

Q4住 民税非課税の範囲内に住民税の所得割のみ非課税の者は含

まれますか。

A4含まれません。

ロ



緊急小口資金・総合支援資金特例貸付の

据置期間延長等に関するご案内

特例貸付は、貸付後、最長 1年の据置期間 (返済を開始するまでの猶予期間)を経て、

償還 (返済)が開始される予定です。

今般、令和 4年 3月 末以前に償還が開始となる貸付けについては、据置期間を令和 4

年 3月 末まで延長することなり、令和 4年 4月 から償還開始となりました。

据置期間延長対応後の償還や免除について

(1)償還免除について

○緊急小日資金は、令和 3年度または令和 4年度において、住民税非課税であ

ることが確認できた場合、一括免除となります。 免除手続き等の詳細は、厚

生労働省において現在検討中です。

○総合支援資金は、償還が免除される場合がありますが、詳細は厚生労働省に

おいて現在検討中です。

(2)償還免除 とならなかった場合 について

○令和 4年 4月 以降に償還が始まり、償還開始から償還終了までの月数につい

ては、当初の計画と変更はありません。

(3)転居 した場合、結婚や離婚等 により氏名が変わ った場合

○住民票謄本 (本籍地、続柄、世帯主の記載あり)を恩納村社会福祉協議会ヘ

提出してください。


